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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
（注)１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第65期第２四半期連結累計期間および第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益に

ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第64期

の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 
第65期 

第２四半期連結累計期間

第65期 

第２四半期連結会計期間 
第64期 

会計期間 
自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日 

自 平成20年７月１日 

至 平成20年９月30日 

自平成19年４月１日 

至平成20年３月31日 

売上高 （百万円） 14,642 8,780 45,917

経常利益 
又は経常損失（△） 

（百万円） △1,543 △395 1,744

当期純利益 
又は四半期純損失（△） 

（百万円） △672 △196 659

純資産額 （百万円） － 25,215 26,775

総資産額 （百万円） － 39,356 44,816

１株当たり純資産額 （円） － 709.00 745.80

１株当たり当期純利益 
又は四半期純損失（△） 

（円） △22.61 △6.64 21.95

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益 

（円） － － －

自己資本比率 （％） － 52.5 49.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） 2,778 － 2,074

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △441 － △930

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △380 － △164

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高 

（百万円） － 8,033 6,078

従業員数 （名） － 677 686
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当第２四半期連結会計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

(1) 連結会社の状況 

平成20年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に、当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載 

しております。 

(2) 提出会社の状況 

平成20年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に、当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載 

しております。 

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数 (名) 677（165） 

従業員数 (名) 324 （74） 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。 

 
(注) １ 金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 道路舗装事業、その他事業については、生産実績を定義することが困難であるため記載しておりません。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品仕入実績 

当第２四半期連結会計期間における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおり

であります。 

 
(注) １ 金額は仕入価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 道路舗装事業、その他事業には、商品仕入実績はないため記載しておりません。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。 

 
(注) １ 金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ その他事業には、受注実績がないため記載しておりません。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 販売実績 

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。 

 
(注) １ 金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称  生産高(百万円) 

アスファルト応用加工製品事業 3,289 

合計 3,289 

事業の種類別セグメントの名称  仕入高(百万円) 

アスファルト応用加工製品事業 1,056 

合計 1,056 

事業の種類別セグメントの名称  受注高(百万円)  受注残高(百万円) 

アスファルト応用加工製品事業 4,443 478 

道路舗装事業 6,148 6,930 

合計 10,591 7,408 

事業の種類別セグメントの名称  販売高(百万円) 

アスファルト応用加工製品事業 4,229 

道路舗装事業 4,478 

その他事業 73 

合計 8,780 
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なお、当社グループおよび当社の業績につきましては、その特徴として上半期に比べ例年下半期に大

きく偏る傾向にあり、また各四半期に相違が見られるなど季節的変動があります。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日～平成20年９月30日）におけるわが国経済は、原油をはじ

めとする資源や穀物などの価格高騰、米国におけるサブプライムローン問題に端を発した金融市場の混乱な

どの影響により、企業収益の圧迫や個人消費の冷え込みなど景気の減速感が強まりました。 

当社グループはこのような環境の中で、中期経営計画『ＭＡＧ・Ｎｅｔプラン』の基本方針に基づき、グ

ループ一体となったニチレキ独自製品・工法の提案営業、経費の削減などにより収益の確保に努めてきまし

た。 

この結果、当第２四半期連結会計期間の業績につきましては、売上高は8,780百万円、営業損失は425百万

円、経常損失は395百万円、四半期純損失は196百万円となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①アスファルト応用加工製品事業 

アスファルト応用加工製品事業につきましては、原材料価格の高騰に対する販売価格への転嫁などに努め

た結果、売上高は4,229百万円となりましたが、原材料価格の高騰および物流費用の上昇による大幅な原価

増などにより営業利益は266百万円となりました。 

②道路舗装事業 

道路舗装事業につきましては、公共事業の発注遅れによる工事量の減少、受注競争などの結果、売上高は

4,478百万円となり、営業損失は301百万円となりました。 

③その他事業 

その他事業につきましては、賃貸マンションなどの収益により、売上高は73百万円となり、営業利益は44

百万円となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

資産・負債及び純資産の状況 

総資産は、前連結会計年度末に比べて5,459百万円減少し、39,356百万円となりました。これは、現金及

び預金1,955百万円、仕掛品1,393百万円増加したものの、受取手形及び売掛金10,256百万円減少したことな

どによります。 

負債は、前連結会計年度末に比べて3,899百万円減少し、14,140百万円となりました。これは、買掛金

3,314百万円、未払金1,146百万円減少したことなどによります。 

純資産は、前連結会計年度末に比べて1,560百万円減少し、25,215百万円となりました。これは四半期純

損失672百万円および自己株式548百万円増加したことなどによります。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、898百万円の増加となりました。これは、売掛債権1,859百万円減

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態及び経営成績の分析】
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少したものの、棚卸資産897百万円増加したことなどによるものです。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、336百万円の減少となりました。これは、有形固定資産の取得

による238百万円の支出などによるものです。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、59百万円の減少となりました。これは、リース債務の返済56百

万円の支出などによるものです。 

 これらの結果、当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物の四半期末残高は、第１四半期

連結会計期間末に比べ、502百万円増加し、8,033百万円になりました。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間における当社グループの研究開発費の総額は69百万円であります。 

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除

却について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除

却、売却等の計画はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数 (株) 

普通株式 90,000,000

計 90,000,000

種類 

第２四半期会計期間末

現在発行数 (株) 

(平成20年９月30日) 

提出日現在 

発行数 (株) 

(平成20年11月13日) 

上場金融商品取引所 

名又は登録認可金融 

商品取引業協会名 

内容 

普通株式 31,685,955 31,685,955 
東京証券取引所 

 （市場第一部） － 

計 31,685,955 31,685,955 － － 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(千株) 

発行済株式 

総数残高 

(千株) 

資本金増減額

(百万円) 

資本金残高 

(百万円) 

資本準備金 

増減額 

(百万円) 

資本準備金 

残高 

(百万円) 
平成20年７月１日～

  平成20年９月30日
― 31,685 ― 2,919 ― 2,017
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(5) 【大株主の状況】 

平成20年９月30日現在 

 
(注) １ 上記のほか当社所有の自己株式2,545千株（8.03％）があります。 

２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

・日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（中央三井アセット信 

 託銀行再信託分・CMTBエクイティインベストメンツ株式会社信託口）   1,100千株 

・日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４Ｇ）        918千株 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 1,480 4.67 

株式会社みずほコーポレート銀
行（常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 
（東京都中央区晴海一丁目８番12号） 

1,108 3.49 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（中央三井アセッ
ト信託銀行再信託分・CMTBエク
イティインベストメンツ株式会
社信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,100 3.47 

ニチレキ取引先持株会 東京都千代田区九段北四丁目３番29号 1,024 3.23 

ニチレキ従業員持株会 東京都千代田区九段北四丁目３番29号 960 3.03 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４Ｇ） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 918 2.89 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 760 2.40 

第一生命保険相互会社(常任代理
人 資産管理サービス信託銀行株
式会社） 

東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 
（東京都中央区晴海一丁目８番12号) 

662 2.08 

財団法人池田２０世紀美術館 静岡県伊東市十足字関場614 630 1.98 

鹿島道路株式会社 東京都文京区後楽一丁目７番27号 524 1.65 

CBNY DFA INTL SMALL CAP  
VALUE PORTFOLIO(常任代理人  
シティバンク銀行株式会社） 

1299 OCEAN AVENUE,11F,SANTA MONICA, 
CA 90401 USA(東京都品川区東品川二丁
目３番14号） 

524 1.65 

計 ― 9,693 30.59 
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成20年９月30日現在 

 
(注) 1 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権1個）含

まれております。 

2 単元未満株式の欄には、当社所有の自己株式が216株含まれております。 

② 【自己株式等】 

平成20年９月30日現在 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありま

せん。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式 
2,545,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 28,787,000 28,787 － 

単元未満株式 普通株式 353,955 － － 

発行済株式総数 31,685,955 － － 

総株主の議決権 － 28,787 － 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数

割合(％) 

（自己保有株式） 

ニチレキ㈱ 

東京都千代田区
九段北四丁目３
番29号 

2,545,000 － 2,545,000 8.03 

計 － 2,545,000 － 2,545,000 8.03 

２ 【株価の推移】

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 303 333 333 326 322 298 

最低(円) 256 297 296 287 265 259 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７

月１日から平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月

30日まで）の四半期連結財務諸表について、監査法人日本橋事務所により四半期レビューを受けておりま

す。 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,017 6,062

受取手形及び売掛金 ※１  8,905 ※１  19,162

有価証券 115 15

商品 200 140

製品 612 416

原材料 1,090 880

仕掛品 1,700 306

繰延税金資産 700 397

その他 650 423

貸倒引当金 △72 △106

流動資産合計 21,920 27,698

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,265 4,313

機械装置及び運搬具（純額） 2,736 2,864

土地 3,774 3,773

リース資産（純額） 630 －

建設仮勘定 194 213

その他（純額） 339 372

有形固定資産合計 ※２  11,940 ※２  11,537

無形固定資産   

無形固定資産合計 366 348

投資その他の資産   

投資有価証券 3,057 3,417

繰延税金資産 979 722

その他 1,349 1,316

貸倒引当金 △258 △224

投資その他の資産合計 5,128 5,231

固定資産合計 17,435 17,117

資産合計 39,356 44,816
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,549 7,864

短期借入金 700 700

未払金 2,059 3,205

未払法人税等 56 496

未成工事受入金 1,057 205

賞与引当金 617 664

その他 623 765

流動負債合計 9,662 13,902

固定負債   

繰延税金負債 96 241

退職給付引当金 3,365 3,342

負ののれん ※３  257 ※３  263

長期預り金 161 161

長期未払金 92 127

リース債務 504 －

固定負債合計 4,477 4,137

負債合計 14,140 18,040

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,919 2,919

資本剰余金 2,017 2,017

利益剰余金 16,213 17,118

自己株式 △1,350 △802

株主資本合計 19,800 21,254

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 860 1,068

評価・換算差額等合計 860 1,068

少数株主持分 4,554 4,452

純資産合計 25,215 26,775

負債純資産合計 39,356 44,816
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 ※１  14,642

売上原価 13,205

売上総利益 1,436

販売費及び一般管理費 ※２  3,084

営業損失（△） △1,648

営業外収益  

受取利息 7

受取配当金 41

負ののれん償却額 36

その他 30

営業外収益合計 115

営業外費用  

支払利息 4

その他 6

営業外費用合計 11

経常損失（△） △1,543

特別利益  

固定資産売却益 10

賞与引当金戻入額 36

前期損益修正益 28

特別利益合計 75

特別損失  

固定資産売却損 0

固定資産除却損 7

前期損益修正損 73

その他 17

特別損失合計 98

税金等調整前四半期純損失（△） △1,566

法人税、住民税及び事業税 50

法人税等調整額 △562

法人税等合計 △512

少数株主損失（△） △382

四半期純損失（△） △672
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【第２四半期連結会計期間】 

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 ※１  8,780

売上原価 7,637

売上総利益 1,143

販売費及び一般管理費 ※２  1,568

営業損失（△） △425

営業外収益  

受取利息 5

受取配当金 3

負ののれん償却額 17

その他 11

営業外収益合計 38

営業外費用  

支払利息 3

その他 5

営業外費用合計 8

経常損失（△） △395

特別利益  

固定資産売却益 7

賞与引当金戻入額 36

前期損益修正益 5

特別利益合計 49

特別損失  

固定資産売却損 0

固定資産除却損 6

前期損益修正損 23

環境対策費 11

その他 1

特別損失合計 42

税金等調整前四半期純損失（△） △389

法人税、住民税及び事業税 23

法人税等調整額 △82

法人税等合計 △59

少数株主損失（△） △133

四半期純損失（△） △196
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △1,566

減価償却費 866

負ののれん償却額 △36

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0

賞与引当金の増減額（△は減少） △47

退職給付引当金の増減額（△は減少） 22

受取利息及び受取配当金 △48

支払利息 4

固定資産売却損益（△は益） △10

固定資産除却損 7

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 1

売上債権の増減額（△は増加） 11,107

その他の流動資産の増減額（△は増加） △127

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,849

仕入債務の増減額（△は減少） △4,649

その他の固定資産の増減額（△は増加） △31

その他の流動負債の増減額（△は減少） △26

その他の固定負債の増減額（△は減少） △34

未払消費税等の増減額（△は減少） △344

その他 △12

小計 3,223

利息及び配当金の受取額 48

利息の支払額 △4

法人税等の支払額 △489

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,778

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有価証券の取得による支出 △100

有形固定資産の取得による支出 △344

有形固定資産の売却による収入 15

無形固定資産の取得による支出 △10

投資有価証券の取得による支出 △0

投資有価証券の売却による収入 3

貸付けによる支出 △25

貸付金の回収による収入 20

投資活動によるキャッシュ・フロー △441

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 1,200

短期借入金の返済による支出 △1,200

リース債務の返済による支出 △113

自己株式の取得による支出 △3

配当金の支払額 △233

少数株主への配当金の支払額 △31

財務活動によるキャッシュ・フロー △380

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,955

現金及び現金同等物の期首残高 6,078

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  8,033
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

(1) 連結の範囲の変更 

連結子会社であった、静岡ニチレキ㈱は中部ニチレキ工事㈱と、長崎ニチレキ㈱は佐賀ニチレキ

㈱と合併したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。 

(2) 変更後の連結子会社の数 

24社 

(1) 「四半期財務諸表に関する会計基準」の適用 

第１四半期連結会計期間より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号平成19

年3月14日）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号平

成19年3月14日）を適用しております。 

また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

(2) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号平成18

年7月5日）を適用し、評価基準については、従来の原価法から原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価の切下げの方法）に変更しております。 

これによる、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失および税金等調整前四半期純損

失に与える影響はありません。 

(3) リース取引に関する会計基準の適用 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５

年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会

会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に

係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結会

計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。ま

た、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リ

ース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 

これによる、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失および税金等調整前四半期純損

失に与える影響はありません。 

１ 連結の範囲に関する事項

２ 会計処理基準に関する事項
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【簡便な会計処理】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がな

いと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分する方法に

より算定しております。 

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法によっております。 

期首に算定した年間の退職給付費用を期間按分する方法により算定しております。 

合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。 

１ 一般債権の貸倒見積高の算定方法

２ 固定資産の減価償却費の算定方法

３ 棚卸資産の評価方法

４ 退職給付費用の期間按分計算

５ 経過勘定項目の算定方法

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

平成20年度の法人税法改正による法定耐用年数の短縮に伴ない、当社および連結子会社は、アスファ

ルト乳剤その他のアスファルト製品製造設備について、第１四半期連結会計期間より耐用年数の短縮を

行っております。 

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失および税金等調整前四半期純損失はそ

れぞれ108百万円増加しております。 

（有形固定資産の耐用年数の変更）
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

第２四半期連結累計期間 

  

 
  

第２四半期連結会計期間 

  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

   

当第２四半期連結会計期間末 

(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末 

(平成20年３月31日) 

※１ 受取手形裏書譲渡高         24百万円 

 

※１ 受取手形裏書譲渡高         44百万円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額  15,028百万円 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額  14,429百万円 

※３ のれん及び負ののれんの表示 
   のれん及び負ののれんは、相殺表示しておりま 
   す。相殺前の金額は次のとおりであります。 
        のれん       11百万円 
      負ののれん    268百万円 

      差引額      257百万円 

※３ のれん及び負ののれんの表示 
   のれん及び負ののれんは、相殺表示しておりま 
   す。相殺前の金額は次のとおりであります。 
     のれん       12百万円 
     負ののれん    276百万円 

     差引額      263百万円 

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

※１ 当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大きいた
め、連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に季
節的変動があります。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。 

従業員給料及び手当 959百万円 

賞与引当金繰入額 346百万円 

退職給付費用 149百万円 

減価償却費 214百万円 

貸倒引当金繰入額 15百万円 

当第２四半期連結会計期間 

(自 平成20年７月１日 

 至 平成20年９月30日) 

※１ 当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大きいた
め、連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、各四半期に相違が見られる
など季節的変動があります。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。 

従業員給料及び手当 468百万円 

賞与引当金繰入額 171百万円 

退職給付費用 108百万円 

減価償却費 97百万円 

貸倒引当金繰入額 53百万円 

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   

現金及び預金勘定 8,017百万円 

取得日から３ヵ月以内に満期日又は償還日の到来する短期投資(有価証券) 15百万円 

現金及び現金同等物 8,033百万円 
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(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）および当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１

日 至 平成20年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

４ 株式資本の著しい変動に関する事項 

当社は、平成20年８月18日開催の取締役会決議に基づき、平成20年８月22日付で自己株式を1,149,000

株取得しております。この結果、当第２四半期会計期間において自己株式が単元未満株式の買い取り分を

含め548百万円増加し、1,350百万円となっております。 

  

(有価証券関係) 

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日） 

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連

結会計年度の末日に比べ著しい変動が認められます。 

 その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) その他有価証券で時価のある株式について1百万円の減損処理を行っております。なお、減損処理にあたって

は、第２四半期連結会計期間末における時価が取得価額に対して著しく下落し、回復の見込みがないものを対象

としておりますが、時価が50％以上下落している銘柄および下落割合が30％から50％未満の範囲内にあっても発

行会社の最近の業績等が悪化している銘柄につきましては時価の回復は困難とみなして減損処理を行っておりま

す。 

株式の種類 
当第２四半期 

連結会計期間末 

 普通株式 (株) 31,685,955 

株式の種類 
当第２四半期 

連結会計期間末 

 普通株式 (株) 2,545,216 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 242 8.00 
平成20年
３月31日 

平成20年６月30日 利益剰余金 

区分 
取得原価 

(百万円) 

四半期連結貸借対照表 

計上額(百万円) 

差額 

(百万円) 

株式 1,287 2,736 1,449 

合計 1,287 2,736 1,449 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

 
  

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 
(注) １ 事業区分の方法 

     事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分に属する主な内容 

アスファルト応用加工製品事業：アスファルト乳剤、改質アスファルト、その他舗装用材料等の製造・販 

             売に関する事業等 

道路舗装事業        ：舗装、土木、橋梁防水工事、その他建設工事に関する事業 

その他事業         ：不動産賃貸業、損害保険代理業等 

  

【所在地別セグメント情報】 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日）および 

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

  

 在外連結子会社および在外支店がないため記載しておりません。 

  

【海外売上高】 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日）および 

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

  

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

アスファルト
応用加工製品

事業 

(百万円) 

道路舗装事業

(百万円) 

その他事業 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高 

(1)外部顧客に対する売上高 4,229 4,478 73 8,780 － 8,780

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

1,407 － 12 1,420 (1,420) －

計 5,636 4,478 86 10,201 (1,420) 8,780

営業利益又は営業損失（△） 266 △301 44 9 (434) △425

アスファルト
応用加工製品

事業 

(百万円) 

道路舗装事業

(百万円) 

その他事業 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高 

(1)外部顧客に対する売上高 7,295 7,195 151 14,642 － 14,642

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

2,213 － 25 2,239 (2,239) －

計 9,508 7,195 177 16,881 (2,239) 14,642

営業利益又は営業損失（△） 138 △1,029 92 △797 (850) △1,648
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

  

 
(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

２ １株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

第２四半期連結累計期間 

  

 
(注) １株当たり四半期純損失の算定上の基礎 

 
  

当第２四半期連結会計期間末 

(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末 

(平成20年３月31日) 

  

 
  

１株当たり純資産額 709.00円 

  

 
  

１株当たり純資産額 745.80円 

当第２四半期連結会計期間末 

(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末 

(平成20年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円） 25,215 26,775

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 4,554 4,452

(うち少数株主持分）（百万円） (4,554) (4,452)

普通株式に係る純資産額（百万円） 20,660 22,322

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（千株） 

29,140 29,931

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 
  

 
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失 22.61円 

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

 四半期純損失（百万円） 672

 普通株主に帰属しない金額（百万円） －

 普通株式に係る四半期純損失（百万円） 672

 普通株式の期中平均株式数（千株） 29,734
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第２四半期連結会計期間 

  

 
(注) １株当たり四半期純損失の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 

   該当はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間 

(自 平成20年７月１日 

 至 平成20年９月30日) 

  

 
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失 6.64円 

当第２四半期連結会計期間 

(自 平成20年７月１日 

 至 平成20年９月30日) 

 四半期純損失（百万円） 196

 普通株主に帰属しない金額（百万円） －

 普通株式に係る四半期純損失（百万円） 196

 普通株式の期中平均株式数（千株） 29,539
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該当事項はありません。 

２【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成20年11月６日

ニチレキ株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているニ

チレキ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。  

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。  

  

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ニチレキ株式会社及び連結子会社の平成20

年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

監査法人日本橋事務所

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  千  葉  茂  寛  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  渡  辺        均  印

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成20年11月13日 

【会社名】 ニチレキ株式会社 

【英訳名】 NICHIREKI CO., LTD 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 山内 幸夫 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区九段北四丁目３番29号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

─ 27 ─



当社代表取締役社長 山内幸夫は、当社の第65期第２四半期(自 平成20年７月１日 至 平成 20年

９月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いた

しました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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